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令和４年９月２０日 

宗像市議会 

議長 神谷 建一 様 

                              予算決算第１特別委員会 

                                  委員長 上野 崇之 

 

 

委員会審査報告書  

 

本委員会に付託された事件の審査結果を報告します。 

 

記 

 

第 61 号議案 令和３年度宗像市一般会計歳入歳出決算認定について 

 

 地方自治法の規定により、令和３年度宗像市一般会計歳入歳出決算が、監査委員の意見を付け

て議会の認定に付されたものである。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 決算の概要 

歳入決算額４３０億５,５６２万３,３１４円（前年度比１１.７％減） 

歳出決算額４０５億３,７４２万９,４３４円（前年度比１４.７％減） 

２ 歳入 

（１）自主財源（１５６.２億円：前年度比６.１億円減、３.８％減） 

  市税の決算額は、新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年中の市民の給与水準が低

下したことで、個人市民税が０.６億円の減となった一方で、法人市民税、軽自動車税などが

増となり、全体では０.１億円の微減となっている。ふるさと寄附金は前年度から１.５億円の

減となったものの、自治体間の寄附獲得競争が過熱している中で１３.７億円の寄附を獲得し

た。歳入決算額に占める自主財源の割合は３６.３％で、前年度から３ポイント増加した。 

（２）依存財源（２７４.４億円：前年度比５１.１億円減、１５.７％減） 

地方交付税は、国の経済対策に伴う追加交付があったため１１.２億円の増となった。国庫

支出金は、新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金及び同接種体制確保補助金が１２.

６億円の増、子育て世帯や住民税非課税世帯等への特別給付事業の補助金が２３.４億円の皆

増となったが、特別定額給付金給付事業費補助金が９７億円の皆減、新型コロナウイルス感染

症対応地方創生臨時交付金は７.４億円の減となり、全体では７１.５億円の減となった。 

３ 歳出 

（１）新型コロナウイルス感染症関連経費を除く歳出決算額の状況 

①義務的経費（１６７.２億円：前年度比７.２億円減、４.１％減） 

人件費は、従来の行政サービス以外の対応業務が増え、任期付職員や会計年度任用職員の人

件費が１.４億円の増となった。公債費は、繰上償還を実施しなかったため、１１.５億円の減

となった。 

 ②投資的経費（２９.４億円：前年度比９.５億円増、４７.７％増） 

鐘崎漁港高度衛生管理型荷さばき所の建設事業費の増や小・中学校施設改修事業費の増など、
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普通建設事業費が９.３億円の増となっている。 

 ③その他経費（１６２.１億円：前年度比３.３億円増、２.１％増） 

業務委託料や指定管理委託料等の物件費、補助金やふるさと寄附に対する返礼品費等の補助

費等についてはそれぞれ微減となった。 

（２）新型コロナウイルス感染症関連経費を除く社会保障関係経費（１３３.９億円：前年度比

３.１億円増、２.４％増） 

扶助費は、保育所等の利用者数の増加などによる児童福祉費の増、放課後等デイサービスや

児童発達支援等のサービス利用者数の増加などによる障害者福祉費の増が影響し、全体で２.

９億円の増となった。 

４ その他 

（１）基金残高（２１９.５億円：前年度比１４.９億円増） 

財政調整基金は、不足する財源に対しての繰入れを予算措置していたが、普通交付税の追加

交付や新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金により一般財源が確保できたため、

繰入れを行わなかった。減債基金は、令和４年度から本工事を開始する城山中学校整備事業費

等の大規模な公共施設の更新による市債発行額の増加を見据え７.２億円を積み立てたほか、

住宅新築資金等貸付事業特別会計の廃止に伴い２.１億円を積み立てた。 

（２）市債残高（２２８.７億円：前年度比５.６億円減） 

発行額が定期償還額を下回ったことから市債残高は減となったが、城山中学校整備事業など

の大規模なハード事業により、今後、市債残高は増加する見込みである。 

（３）財政指標（普通会計ベース） 

①経常収支比率（８６.４％：前年度比５.６ポイント減） 

普通交付税の追加交付などにより、経常一般財源等が１４.４億円の増となり、経常収支比

率は前年度から改善したが、普通交付税の追加交付は令和３年度限りの措置であるという見通

しのため、令和４年度以降は元の水準に戻ると推測される。 

②実質公債費比率（△２.３％：前年度比０.４ポイント増） 

過去に発行した合併特例事業債などの残高の減少により、普通交付税算入公債費等が減少し

た結果、前年度から増加したが、平成３０年度以降マイナスの数値で推移しており、全国的に

見ても財政健全度は上位である。 

５ 所管部別の歳出の主な内容 

（１）総務部（２５億９,２４２万１千円） 

組織運営費では、日本航空から社員４人の派遣があり、シティプロモーションや公共交通、

６次産業化などの業務に従事している。また、職員採用では、他市に先駆けてウェブ面接を導

入したことで受験者が増加し、優秀な人材の確保につながった。働きやすい職場環境を醸成す

るため、テレワークの推進やｆａｂｂｉｔ宗像を活用したサテライトオフィスの整備、ハラス

メント対策などを実施した。育児休業取得の推進強化により、男性職員の育児休業取得率は上

昇傾向にある。 

デジタル化推進事業費では、子育てや中小企業支援関係の手続において電子申請ができるよ

うに整備し、市民サービスの向上を図った。また、ペーパーレス化やＲＰＡ、ＡＩの導入の成

果として、約７,６００時間の業務時間の削減、約３万３,５００枚のペーパーレス化、約１,

７００万円の費用対効果があった。 

住民基本台帳事務費では、月に１回の休日開庁に加え、市民課及び大型商業施設にマイナン

バーカード申請ブースを設置した。これにより令和３年度末の交付率は５０.７％となった。 

令和３年５月に設置したおくやみ窓口では、死亡件数９５７件に対し８２５件の利用があり、

手続に要する時間短縮など、遺族の負担軽減につながった。 
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（２）経営企画部（９７億５,４６１万６千円） 

ふるさと寄附事業費では、一部システムの見直しを行い、返礼品を１１４品目増やし合計７

０１品目にしたが、他自治体との競争が激化し、前年度を下回る１３億７千万円の寄附額とな

った。企業版ふるさと寄附金では、広告事業者へ成果連動型の委託を行った結果、前年度を上

回る４,６００万円の寄附額となった。 

大学連携まちづくり事業費では、福岡教育大学や日本赤十字九州国際看護大学との共同研究

を２件、学生主体グループや教職員主体グループからの提案型課題解決プロジェクトを２３件

実施した。そのうち学習サポートやむなかた子ども大学の運営スタッフサポートの事業は、令

和４年度に所管課に移管されている。 

まちづくり将来ビジョン策定事業費では、環境省の補助金を受け、２０５０年ゼロカーボン

の実現とアフターコロナの時代を見据え、再生可能エネルギーの導入目標の作成や温室効果ガ

ス排出量の推計、将来ビジョンの実現に向けた取組の検討を実施した。 

（３）市民協働環境部（３４億６,２４４万２千円） 

女性活躍推進事業費では、女性活躍講演会を開催した。また、起業・就業支援講座で商工観

光課と連携し、起業に限定することなくフリーランスや副業など様々な働き方について情報提

供を行った。 

市民スポーツ活動推進事業費では、スポーツサポートセンターでの教室も多く開催し、利用

者増加につなげた。つながりヘルスケア事業では、各地区で実施している歩こう会やウオーキ

ング大会を実施し、ふくおか健康ポイントアプリの登録者は令和４年８月末時点で２,０６６

人となった。 

体育施設改修事業費では、老朽化した宗像中央公園野球場の大規模改修をはじめ、宗像市運

動広場野球場の防球ネットを高くする工事や宗像市運動広場多目的広場の階段に手すりを設置

する工事などを実施した。 

（４）健康福祉部（８７億１,３７９万１千円） 

  障害者介護給付費では、障がい児や医療的ケア児の養育ニーズの増加に応えるため、障害児

通所支援事業所の新設、定員増を支援した。 

  生活困窮者自立支援事業費では、相談件数が急増したことを受け、相談指導員を１人増員し

た。前年度と同様に、前々年度の約２倍の件数の相談を受けており、相談件数は高止まりの状

態が続いている。 

  新型コロナウイルスワクチン接種事業費では、令和３年５月から市民に対する１、２回目の

ワクチン接種を開始した。また、令和４年１月からは３回目の接種を開始し、新型コロナウイ

ルス感染症の蔓延防止に努めた。 

  新型コロナウイルス感染症対策事業費では、検査を希望する市内の保育施設、介護施設、障

がい者施設等の職員を対象に、定期的及び臨時的にＰＣＲ検査を実施し、７,８６９人を検査

した。また、令和４年１月からは、特に感染者が多い若い世代の無症状者の早期発見・早期対

応の強化を目的に、希望する市民にＰＣＲ検査キットを配付した。１４,６８６件の配付に対

し、３月末時点の検査提出件数は１,２６５件、陽性疑いは２４件で、最終的な検査提出件数

は３,４１１件、陽性疑いは５７件であった。 

  保健・介護予防一体的事業費では、住民主体の通いの場に保健師、管理栄養士、歯科衛生士

等が関わり、フレイル予防に関する健康教育や健康相談を実施し、健康課題を抱える高齢者に

は個別の指導を実施した。健康に関するデータが全く取れていない健康不明者がいることや、

骨折や歯に関する課題も見えてきたため、取り組む課題の優先順位を決め、モデル地区を選定

し、課題解決に向けて取り組んでいく。 
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（５）都市整備部（１３億２,００６万１千円） 

道路維持管理費では、公共施設等適正管理推進事業債を活用し、東郷橋・宮田線をはじめ４

路線において延べ約２.５キロメートルの舗装打換工事を実施したほか、側溝改良工事や局部

改良工事を実施した。 

防災都市づくり推進事業費では、水災害リスクを軽減するために優先的に対策を講じる地域

として、おおむね赤間駅周辺から東郷駅周辺までの旧国道３号沿道の地域を選定した。浸水想

定区域の中でも当該地域には、人口や建築物が集中しており、かつ、１日約２４,０００台が

通行する旧国道３号が通過していることから、人的被害や経済的被害が生じるリスクが高いこ

とが分かった。 

（６）都市再生部（３億７,４４１万８千円） 

オンデマンドバス運行事業費では、オンデマンドバス導入前の路線バス利用者が１日当たり

１３０人であったのに対し、導入後は減便後の路線バス２便とオンデマンドバスの利用者を合

わせて１日当たり１６０人と、１日当たりの利用者が３０人程度増加した。課題としては、利

便性の向上、利用者の拡大、運行コストの削減が挙げられ、課題解決に向けて操作性を向上さ

せるためのアプリの改修や、利用者の拡大に向けた相談体制の充実、運行エリア拡大の検討に

取り組んでいる。 

団地再生推進事業費では、日の里地区において、日の里地区都市再生ビジョンの素案を作成

した。今後は日の里地区の住民と協議しながらアクションプランを作成していく。また、自由

ヶ丘地区において、店舗型移動サービスやドローン配送の実証事業を行った。 

（７）産業振興部（２１億４,２２１万４千円） 

農業振興事業費では、就農して５年以内の就農者１４経営体に対し、農業次世代人材投資資

金による給付を実施した。また、高性能農業機械の導入や担い手への農地集積等に対する補助

に加え、燃油高騰に対する農業者への支援として、燃油購入に対する一部補助を実施した。 

水産業振興事業費では、トラフグ・アワビの放流事業等へ補助金を交付した。また、燃油高

騰に対する漁業者への支援として、燃油購入に対する一部補助を実施した。 

中小事業者等支援事業費では、市内中小事業者の経営安定化に向けた制度融資や新規創業を

促すための応援補助、デジタル化等の新たなチャレンジを積極的に支援し、コロナ禍で大きく

変化したビジネス環境への対応を推進した。また、“宗業”者応援補助金では１０件の申請が

あった。 

観光推進事業費では、宿泊需要の喚起を図る宿泊キャンペーンを実施した。１１月からは、

宗像観光協会が観光地域づくり候補法人（候補ＤＭＯ）に登録され、宗像市全体の観光を推進

していくため、ＤＭＯとしての活動を開始した。 

離島振興事業費では、大島における宿泊需要の喚起を図る宿泊キャンペーンを実施した。ワ

ーケーション実証事業では、大島交流館３階を会場に３事業者が利用し、今後の本格実施のた

めの意見聴取を行った。お試し移住事業では、５組の利用があったが、移住には結びつかなか

った。 

（８）教育子ども部（１１７億９,３６１万８千円） 

子ども相談事業費では、子ども家庭相談室が延べ１０,６８０件、スクールソーシャルワー

カーが延べ６,０２８件の相談に対応した。スクールソーシャルワーカーは令和２年７月に１

人増員しており、令和３年度は当初から人員体制が整ったことで、前年度より約１,０００件

以上相談件数が増加した。 

特別支援教育推進事業費では、特別支援教育指導員を１人増員して２人配置し、研修や学校

の要請に応じて訪問し、指導・助言を行うなど全教職員の指導力の向上を図った。昨年度は福

岡県立古賀特別支援学校と連携し、教職員が体験学習プログラムに参加した。また、特別支援
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教育相談員を２人増員して４０人配置し、児童・生徒の適切な支援につなげた。 

ＧＩＧＡスクール推進事業費では、会議のペーパーレス化や教材の共有化など、教職員の業

務の負担軽減を図るとともに、タブレット端末を活用した授業を推進した。全国学力学習調査

におけるＩＣＴの活用分野に関する項目では、全ての項目で県及び全国平均を大きく上回る結

果となった。 

グローバル人材育成推進事業費では、市内２大学や２４の企業・団体の協力により、小学生

を対象に特別講座を提供する「むなかた子ども大学」を実施し、２３８人が参加した。「ＮＺ

バーチャル体験留学」では、学校の授業をオンラインでつなぎ、ニュージーランドの子どもと

日本の子どもが一緒に英語や日本語の学習をした。 

小学校施設改修事業費では、赤間小学校大規模改修工事に向け、実施設計に着手するととも

に、赤間小学校施設再配置計画案に向けたワークショップを３回開催した。 

 

【意  見】 

（賛成意見） 

・住民主体の通いの場に保健師や管理栄養士などの専門家を派遣し、フレイル予防の取組を行っ

ていることを評価するが、実施している地域が限られているため、住民主体の通いの場がより

多くの地域に広がっていくように支援することを要望する。不登校の児童・生徒や児童虐待が

急増しており、スクールソーシャルワーカーへの相談件数も増加している。学校の先生が多忙

を極める中で、子ども達が抱えている悩みや困りごとに早く気づき、対応できるよう相談体制

を充実させることを要望する。 

・様々な状況で先行きが見えない中、通常業務に併せて緊急対応をしてきたことを評価する。ふ

るさと寄附については、新たな事業や財源がなく実施できなかった事業で、複数の効果が見込

める事業を寄附の充当先事業として検討していただきたい。ボランティアネットワークシステ

ムについては、防災対策、コミュニティや自治会、小中一貫コミュニティ・スクールの課題解

決のために、地域住民と学校と市民活動団体が深くつながれるような改修を検討していただき

たい。その際、高校生や大学生が関われるような環境整備も併せて検討していただきたい。審

議の中で出された課題の指摘については、庁内で議論し、よりよい市政にしていただきたい。 

・コロナ禍で実施できなかった事業について、その後どうするのか明確にしていただきたい。新

たに計画されている防災都市づくり推進事業や自由ヶ丘団地再生などは、実効性のあるものに

していただきたい。扶助費の増加は市民ニーズに応えているからだと思うが、サービスの量が

増える分、質が低下しないかをチェックする体制を整えていただきたい。職員のハラスメント

対策について、相談体制をさらに充実していただきたい。行政のＤＸについて、効果が分析で

きていることは評価できる。デジタルデバイドの課題も明確にし、市民のためになる事業にし

ていただきたい。新型コロナワクチン接種事業やＰＣＲ検査事業、健診（検診）事業などは、

どのような効果があるのかを明確にし、市民が事業目的に沿った行動ができるよう、動機づけ

にしっかりと工夫をし、結果に結びつくよう要望する。 

・物件費の上昇を抑えていく取組に今後も期待する。地区防災計画は今回策定した東郷地区以外

の自治会、コミュニティにも広げていただきたい。中古住宅購入補助制度など、引き続き定住

化に向けた取組を実施していただきたい。コロナ禍においても、障がいのある方が市民活動団

体に参加しやすい環境を整備してきたことは評価できる。費用対効果よりも市民の生命財産を

守ることを優先したＰＣＲ検査事業は評価したい。オンラインでのバーチャル海外留学につい

ては、新たな国際交流の手法としてより一層活用していただきたい。 
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【審査結果】 

委員会は、全員賛成で認定した。 

 

 

第 69 号議案 令和４年度宗像市一般会計補正予算（第３号）について 

 

歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１４億８,３９０万６千円を増額し、４１９億１,５７

７万６千円とする。また、繰越明許費、債務負担行為、地方債の補正を行う。 

 

【審査内容】 

明らかになった主な事項は次のとおり。 

１ 歳入の主なもの 

（１）令和３年度の決算額確定により、前年度繰越金を２０億１,８１９万４千円増額する。 

（２）今年度の普通交付税の交付額確定に伴い、７億５,４０９万３千円増額する。 

（３）財政調整基金の繰入金を５億４,２８４万円減額し、減債基金の繰入金を８億２,２２８万

円減額する。 

２ 歳出の主なもの 

（１）公共交通整備事業費の増額（８１７万６千円） 

  立地適正化計画で拠点に位置づけているＪＲ駅や市役所周辺、自由ヶ丘３丁目周辺、光岡交

差点周辺と、地域公共交通網形成計画にある森林都市や赤間営業所などの主要バス停が位置す

る交通拠点について、人口分布や都市機能、交通利便性の調査等を実施する。また、オンデマ

ンドバス「のるーと」の他地域への導入可能性を調査する。 

（２）庁舎施設維持管理費及び観光物産館管理運営費の増額（２,８６８万３千円） 

  庁舎及び道の駅むなかたの電力調達について、契約をしていた電力会社の撤退により、九州

電力送配電株式会社による最終保障供給で１年以内の契約を行っており、これまでより電気料

金が上がったことから増額するもの。今後は安定的な電力供給を確保するため、契約先につい

て検討していく。 

（３）予防接種事業費の増額（６,８６２万４千円） 

  国の子宮頸がんワクチンの接種勧奨の再開を受け、予防接種事業に必要な経費を増額する。 

（４）新型コロナウイルスワクチン接種事業費の増額（５億７,６６１万４千円） 

  １、２回目のワクチン接種を完了した１２歳以上の市民全てを対象に、オミクロン株と従来

株に対応したワクチンによる接種事業を実施する。 

（５）観光物産館改修事業費の増額（９９７万７千円） 

  道の駅むなかたに車中泊ができる専用の施設としてＲＶパークを整備し、太陽光発電エネル

ギーを活用した電源設備を備える。 

（６）市立学校体育館空調設備整備事業費の増額（５,６８１万５千円） 

  城山中学校の改築に伴い、令和４、５年度に体育館の空調設備を整備するに当たって、前払

い分の事業費を増額する。債務負担行為に計上する次年度支払予定分の事業費と合わせて総額

１億４,５００万１千円の事業費となる。 

３ 繰越明許費 

電気自動車の調達について、資材不足の影響で今年度末までの調達が困難になったため、繰

越しを行う。また、防災ハザードマップをデジタル化する委託料及び救命ボートの購入費につ

いて繰越しを行う。 
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４ 債務負担行為 

市立学校体育館空調設備整備事業費のほか、計４件を追加する。 

５ 地方債 

今回の補正予算において実施する事業の財源として、地方債の借入を行うため３件を追加す

る。また、当初予定していた地方債の限度額を６件変更する。 

 

 

【意  見】 

（賛成意見） 

・今後も光熱水費が上昇することが予測される。全市立学校体育館に空調設備を整備していくこ

とを考えると、光熱水費への支出が今後一層増加することが予測されるため、電力の自給自足

に関する研究を要望する。 

 

【審査結果】 

委員会は、全員賛成で原案のとおり可決した。 


